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第 1 章 計画策定に当たって 

 

 

第１節 計画策定の趣旨及び基本理念 

 

 本市では令和３年３月に障害者基本法に基づく第３次障害者福祉基本計画を改定し、共生

社会の実現に向け、「やさしさと笑顔で共に支え合う 心ゆたかなまちづくり～共生社会の実

現にむけて～」を基本理念に、障害のある人と障害のない人がお互いを理解し合うための施

策を総合的かつ計画的に推進してまいりました。 

 また、同時に障害者総合支援法に基づく障害福祉計画及び児童福祉法に基づく障害児福祉

計画を一体として「第６期光市障害福祉計画」（令和２年度～令和５年度）を策定し、必要と

される障害福祉サービスや相談支援が身近な地域において提供できるように努めてきました。 

  

 この度、現行の「第６期光市障害福祉計画」の計画期間が終了することに伴い、障害者を

取り巻く様々な環境の変化を踏まえつつ、次期計画として「第７期光市障害福祉計画」を策

定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 計画の位置付け 

 

 障害福祉計画は、障害者総合支援法第 88 条の規定に基づき、障害者のニーズや地域資源の

現状を踏まえ、障害のある人の支援の提供体制の確保に関する事項を定めるものです。 

また、障害児福祉計画は、児童福祉法第 33 条の 20 の規定に基づき、障害のある児童に対

する支援の提供体制の確保に関する事項等を定めるもので、障害福祉計画と一体のものとし

て作成することができるとされています。本市においては、障害福祉計画と障害児福祉計画

を「第７期障害福祉計画（計画期間：令和６年度～令和８年度）」として一体的に策定し、引

き続き、障害福祉サービス等の円滑な推進を図ります。 

 

本計画は、国が示す「基本指針」に基づき、障害福祉サービスや障害児通所等支援、その他

の支援等の今後３年間の数値目標を設定し、それらが総合的に提供されるよう連携体制の整

備と確保等について取り組むことを目的に、山口県との連携のもと、周南圏域での調整を図

りながら策定します。 

基本理念 

やさしさと笑顔で共に支え合う 心ゆたかなまちづくり 

～共生社会の実現に向けて～ 
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第 1 章 計画策定に当たって 

 
 

第３節 計画の期間 

 

本計画は、令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間とします。 

 

 

◎計画の期間
Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11

光市障害者福祉基本計画

光市障害福祉計画 ５期 ６期

３次

７期 ８期

４次
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第２章 障害福祉サービス等の数値設定に 

当たっての考え方 

 

第１節 計画の基本的視点 

第２節 第６期計画から第７期計画へ 

第３節 見込み量算定に当たっての基本的考え方
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第２章 障害福祉サービス等の数値設定に当たっての基本的考え方 
 

 
 

第１節 計画の基本的視点 

 

本計画は、光市障害者福祉基本計画に定める基本理念を踏まえつつ、国が示す基本方針に

沿い、次に掲げる視点に配慮して策定します。 

 

（１）障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障害のある人の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障害の

ある人が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立と社会参加の

実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス等の提供体制の整備を進める必

要があります。 

 

（２）障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

障害福祉サービスの対象となる障害のある人の範囲を、身体障害者、知的障害者、精

神障害者及び難病患者等とし、サービスの充実を図る必要があります。また、発達障害

者及び高次脳機能障害者については、精神障害者に含まれるものとして、さらに、難病

患者等についても、法に基づく給付の対象となっている旨の周知を図る必要があります。 

 

（３）地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提

供体制の整備 

障害のある人の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続

の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整えるとともに、障害の

ある人の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域の社会資源を最大限に

活用し、提供体制の整備を進める必要があります。 

 

（４）共生社会の実現に向けた取組 

   地域のあらゆる住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、

生きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向けて、制度の縦割り

を超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域資源の実態等を踏まえながら、

包括的な支援体制を構築していく必要があります。 

 

（５）障害児の健やかな育成のための発達支援 

障害の疑いがある段階から、身近な地域でライフステージに沿った支援ができるよう、

また、医療的ケア児が専門的な支援を円滑に受けられるよう、地域の関係機関が連携を

図り、切れ目のない支援体制を構築していくことが重要となります。 

 

-6-



第２章 障害福祉サービス等の数値設定に当たっての基本的考え方 
 

 
 

（６）障害福祉人材の確保 

   障害者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福祉サー

ビス等を実施していくためには、提供体制の確保と併せてそれを担う人材を確保していく

必要があります。そのためには、研修の実施や多職種間の連携の推進により専門性を高め

ていくとともに、県や関係機関と協力して障害福祉の現場が魅力的な職場であることの周

知・広報、職場環境の整備やハラスメント対策等に取り組むことが必要です。 

 

（７）障害者の社会参加を支える取組 

障害者が文化・芸術活動や健康づくり、スポーツ等の分野を含め、地域でいきいきと

安心して健康的に暮らすためには、多様なニーズを踏まえた支援が必要です。特に障害

者の情報の取得利用・意思疎通に関して、ＩＣＴが効果的に活用できる環境を整える必

要があります。 

 

第２節 第６期計画から第７期計画へ 

第７期計画では、国の基本指針において、第６期計画と同様に７つの成果目標が示され

ており本市では、以下の事項について、成果目標を定めることとします。 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（３）地域生活支援の充実 

（４）福祉施設から一般就労への移行 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築 

 

第３節 見込量算定に当たっての基本的考え方 

見込量算定に当たっては、数値目標の達成に向けて実効性のあるものとします。第６期

計画の実績及び検証分析から、第７期見込量を算定します。また、周南圏域で行った総合

支援学校在籍生徒の進路希望調査及び障害のある人からの相談を受ける中で、ニーズの把

握に努めました。さらに、事業所と連携し、施設整備の予定も勘案し、見込量の算定を行

いました。 

（１）第６期計画の進捗状況や各種サービスの利用実績等の検証分析を踏まえる。 

（２）総合支援学校在校生（１～３年）を対象とした進路意向調査の結果を踏まえる。 

（３）今後３年間に新たに施設整備予定のあるサービスについての情報を踏まえる。 
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第２章 障害福祉サービス等の数値設定に当たっての基本的考え方 
 

 
 

障害者総合支援法及び児童福祉法のサービス体系 

＜訪問系サービス＞ 
在宅介護 

（ホームヘルプ） 
自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者で常時介護を必要とする人に、自宅で介護と外

出時の移動支援を行う 

同行援護 
視覚障害のある人が外出するときに、移動に必要な情報を提供し、移

動の援護等を行う 

行動援護 
自己判断力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するた

めに必要な支援や外出支援等を行う 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護等複数のサービスで包括的

な支援を行う 

 
＜日中活動系サービス＞ 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護や、創

作的活動等の機会の提供等を行う 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は

生活能力向上のための訓練を行う 

就労選択支援 
※令和７年度新設予定 

就労希望者が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、本

人の希望、就労能力や適性等に合った選択の支援を行う 

就労移行支援 
一般企業への就労希望者に、一定期間、就労に必要な知識や能力向上

のために必要な訓練を行う 

就労継続支援 

（A 型・B型） 

一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識や

能力向上のために必要な訓練を行う 

就労定着支援 
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人に、就労に関わる

課題の解決に必要な連絡調整や指導・助言を行う 

療養介護 
医療と常時介護の必要な人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護等を行う 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、夜間も含め短期間、施設で入

浴、排せつ、食事の介護等を行う 

 
＜居宅支援・施設系サービス＞ 

自立生活援助 
居住施設から一人暮らしに移行した人に、一定期間、訪問により、理

解力、生活力等を補うための助言、関係機関との連絡調整を行う 

共同生活援助 

（グループホーム） 
夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事等の介護を行

う 
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第２章 障害福祉サービス等の数値設定に当たっての基本的考え方 
 

 
 

＜相談支援＞ 

計画相談支援 
サービス等利用計画を作成し、自立した生活を支え、適切なサービス

利用及びきめ細やかな支援を行う 

地域移行支援 
施設入所者や入院中の精神障害者及び矯正施設退所者の、住居の確保

や地域生活に移行するための支援等を行う 

地域定着支援 
居宅において単身等で生活している人に、常時の連絡体制を確保し、

緊急時等の相談や支援等を行う 

 

＜障害児支援＞ 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活へ

の適応訓練、その他必要な支援を行う 

放課後等デイサービス 
生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他必要

な支援を行う 

保育所等訪問支援 
障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他

必要な支援を行う 

障害児相談支援 
障害児通所支援を利用している障害児を対象に、障害児支援利用計画

を作成し、サービス調整及び各種支援を行う 

 

＜地域生活支援事業＞ 

コミュニケーション 

支援事業 

聴覚・言語機能・音声機能や視覚障害等のため、意思疎通に支障のあ

る障害者に手話通訳者等の派遣を行う 

日常生活用具給付事業 
重度障害者（児）に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付

や貸与を行う 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障害者（児）に対して、外出のための支援を行

う 

地域活動支援センター 

事業 

創作的活動や生産機会の提供等の基礎事業に加え、機能体系により相

談支援や機能訓練、入浴サービス等を行う 

日中一時支援事業 
日中、監護する者がいない等、一時的な見守りが必要な障害者（児）

に活動の場の提供や日常的な訓練等を行う 

生活訓練事業 視覚障害のある人への料理教室を開催し、調理指導・栄養指導を行う 

福祉機器リサイクル 

事業 

不要になった福祉機器の修理・洗浄等を行い、これを必要とする人に

斡旋を行う 

スポーツ・レクリエーシ

ョン教室開催等事業 

スポーツを通じた体と心の健康の維持増強を図るため、スポーツ・レ

クリエーション等の大会を行う 

点字・声の広報等発行 

事業 

文字による情報入手が困難な障害のある人へ、点訳・音訳等の方法に

より、市の広報、生活情報等の定期的な提供を行う 

自動車運転免許取得・ 

改造費助成事業 

障害のある人の社会参加の促進を図るため、自動車運転免許取得費用

の助成や自動車改造費用の助成を行う 
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第３章 障害福祉サービス等の量の見込み 

 

第１節 訪問系サービス 

第２節 日中活動系サービス 

第３節 居住系サービス 

第４節 相談支援 

第５節 障害児支援 

第６節 地域生活支援事業 
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第３章 障害福祉サービス等の量の見込み 

 

  

第１節 訪問系サービス 

 

  訪問系サービスとは、ホームヘルパー等が障害者の居宅を訪問して、介護や家事援助等

の必要な援助を行うものをいいます。 

 

（１）居宅介護、重度訪問介護 

  ＜サービス内容＞ 

居宅介護は、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う事業です。 

重度訪問介護は、重度の障害のある人で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せ

つ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

居宅介護については、入院入所や死亡等のほか、65 歳到達に伴い介護保険へ移行したこ

とによる終了により見込量を下回る実績となっています。重度訪問介護については、ヘル

パーの人材不足により長時間のサービス提供が困難となっていることから、プランの見直

しを行い居宅介護に振り替える対応を行ったため見込量を下回る実績となっています。 

                              （単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

居宅介護 
見込量 441 454 462 

利用実績 358 417  

重度訪問介護 
見込量 230 230 230 

利用実績 180 165  

   

  ＜計画＞ 

居宅介護については、ひとり暮らしの人や要支援家庭の在宅生活の維持や介護者の負担

軽減等から利用時間の増加を見込んでいます。重度訪問介護については現状と同程度のサ

ービス量を見込んでいます。 

           （単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

居宅介護    

重度訪問介護    
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（２）同行援護 

＜サービス内容＞ 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等につき、外出時において、移動に

必要な情報を提供するとともに、移動の援護等を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

主に市内２事業所により実施していますが、事業所の体制等によりサービス提供が困難

な場合もあり、見込量を下回っています。同行援護でのサービス提供が困難な場合には移

動支援（地域生活支援事業）等で、同等のサービス提供を行っています。また、新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止に伴う外出の自粛により、利用実績は減少していましたが、徐々

に増加傾向にあります。 

（単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

同行援護 
見込量 133 133 133 

利用実績 82 102  

 

＜計画＞ 

視覚障害者の自立生活や社会参加の機会の確保に対応するため、増加を見込んでいます。 

                            （単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

同行援護    

 

 

（３）行動援護 

  ＜サービス内容＞ 

  自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、

外出支援を行う事業です。 

   

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

圏域に該当事業所がないため、利用実績はありませんが、移動支援事業（地域生活支援

事業）等で同等のサービス提供を行っています。 

（単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

行動援護 
見込量 0 0 0 

利用実績 0 0  
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＜計画＞ 

指定基準を満たす事業所が圏域にないため、第７期計画でも利用を見込んではいません

が、引き続き、移動支援事業（地域生活支援事業）で同等のサービス提供を行います。 

   （単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

行動援護    

 

 

（４）重度障害者等包括支援 

＜サービス内容＞ 

  介護の必要性が著しく高い人に、一つの事業所が居宅介護等の複数のサービスを包括的

に実施する事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

圏域に該当事業所がないため、利用実績はありませんが、複数の事業所が行うさまざま

なサービスを組み合わせることで、同等のサービス提供を行っています。 

（単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

重度障害者等 

包括支援 

見込量 0 0 0 

利用実績 0 0  

 

＜計画＞ 

一つの事業所が複数のサービスを包括的に実施するもので、現在のところ圏域に指定基

準を満たす事業所がないため、第７期計画でも利用を見込んではいませんが、今後も、複

数の事業所が行う様々なサービスを組み合わせることで、同等のサービス提供を行いま

す。 

（単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

重度障害者等包括支援    
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第２節 日中活動系サービス 

 

  日中活動系サービスとは、主に日中において、通所等により必要な介護や訓練、支援等

を提供するサービスをいいます。 

 

（１）生活介護 

＜サービス内容＞ 

  常に介護を必要とする人に、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動

又は生産活動の機会を提供する事業です。 

   

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

総合支援学校の卒業者等の新規利用はありますが、65 歳到達に伴い介護保険へ移行した

ことによる終了等もあるため、ほぼ横ばいで推移しています。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

生活介護 
見込量 3,000 3,000 3,000 

利用実績 2,980 2,900  

   

＜計画＞ 

今後も 65歳到達に伴う介護保険への移行による減少が見込まれますが、総合支援学校卒

業者等の新規利用希望もあるため、第６期計画と同程度のサービスの利用を見込んでいま

す。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

生活介護    

 

 

（２）自立訓練 

  ＜サービス内容＞ 

  自立した日常生活や社会生活ができるよう一定期間、身体機能又は生活能力向上のため

の訓練を行う事業です。機能訓練については、標準利用期間が最長１年６箇月、生活訓練

については最長２年となっています。 
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 ＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

機能訓練については、受け入れ事業所が少なく、標準利用期間が設けられており、期間

満了後に他のサービス等へ移行するため、利用実績は減少しています。 

生活訓練については宿泊型も含まれており、標準利用期間満了まで長期的に利用する場

合が多く、見込量を上回る実績となっています。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

自立訓練 

（機能訓練） 

見込量 17 17 17 

利用実績 4 1  

自立訓練 

（生活訓練） 

見込量 200 200 200 

利用実績 255 240  

 

  ＜計画＞ 

機能訓練事業については、標準利用期間が１年６箇月で限定されていること、また、指

定基準を満たす事業所が圏域に１事業所のみであるため、令和５年度実績と同程度を見込

んでいます。 

  生活訓練事業については、標準利用期間が２年間で限定されていることから、利用者の

入れ替わりはありますが、現状と同程度のサービスの利用を見込んでいます。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

自立訓練（機能訓練）    

自立訓練（生活訓練）    

 

 

（３）就労選択支援 

 

＜サービス内容＞ 

  障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの

手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等にあった選択を支援します。 

 

＜計画＞ 

令和７年度から新設予定のサービスで指定事業所の新設予定も不明なことから、若干数

を見込んでいます。 
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（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

就労選択支援    

 

 

（４）就労移行支援 

  ＜サービス内容＞ 

  一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行う事業です。就労移行支援については、標準利用期間が最長２年とな

っています。 

   

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

総合支援学校卒業前に就労アセスメントを目的とした利用が多く、見込量を上回る実績

で推移しています。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

就労移行支援 
見込量 45 45 45 

利用実績 78 109  

 

  ＜計画＞ 

  今後も就労アセスメントを目的とした一時的な利用や就労移行支援での短期間の訓練を

経て、就労系サービスへ移行する状況は変わらないと考えられるため、現状と同程度の利

用を見込んでいます。 

 （単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

就労移行支援    

 

 

（５）就労継続支援 

  ＜サービス内容＞ 

  Ａ型事業所は、雇用契約に基づく就労の機会を提供することにより、就労に必要な知識・

能力の向上や一般企業等への就労に向けた支援を目的とした、必要な訓練を行う事業です。 

Ｂ型事業所は、一般企業等で就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行う事業です。 
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 ＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

  Ａ型事業所は一般企業等への就労に向けてニーズの高いサービスであり、増加傾向にあ

ります。Ｂ型事業所は一般就労やＡ型事業所での就労が困難な福祉的就労の場として、ニ

ーズの高いサービスであり、新規事業所も開設されたため、見込みを上回る実績となって

います。 

 （単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

就労継続支援 

（Ａ型） 

見込量 850 880 910 

利用実績 844 831  

就労継続支援 

（Ｂ型） 

見込量 1,583 1,600 1,616 

利用実績 1,832 1,832  

 

  ＜計画＞ 

  アンケート調査においても総合支援学校の卒業予定者等を中心に就労継続支援のニーズ

が高い状況です。Ａ型事業所については定員数を上回る契約者数の事業所もあることから、

これ以上の受け入れが困難なため、現状と同等のサービス量を見込んでいます。また、Ｂ

型事業所については、新規開設予定もあることから今後も新規利用の増加が見込まれます。 

                               （単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

就労継続支援（Ａ型）    

就労継続支援（Ｂ型）    

 

 

（６）就労定着支援 

＜サービス内容＞ 

  就労移行支援等を利用し、一般就労に移行した人の就労に伴う生活面の課題に対応でき

るよう、事業所、家族との連絡調整等の支援を一定期間にわたり行う事業です。 

   

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

  一般就労へ移行した人数は増えましたが、職場環境の整備や関係機関の連携等が進み定

着がスムーズに行われたため、見込量を下回っていると考えられます。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

就労定着支援 
見込量 8 10 12 

利用実績 5 3  
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  ＜計画＞ 

  安心して就労を継続するための支援として一定の利用希望があることから、現状と同程

度の利用を見込んでいます。 

                               （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

就労定着支援    

 

 

（７）療養介護 

  ＜サービス内容＞ 

  長期間の医療的ケアに加え、常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上

の管理、看護、介護並びに日常生活の世話を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

おおむね見込みどおりの実績となっています。令和４年度は退所により減少しています。 

                           （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

療養介護 
見込量 17 17 17 

利用実績 18 17  

 

  ＜計画＞ 

本事業の対象者は、長期間の医療的ケアに加え、常時介護を必要とする重症心身障害者

等であることから、対象者も限られるため、現状と同程度を見込んでいます。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

療養介護    

 

 

（８）短期入所（ショートステイ） 

＜サービス内容＞ 

  自宅で介護する人が病気の場合等に、短期間、夜間も含め、施設で、入浴、排せつ、食事

の介助を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

施設入所の待機登録者を中心に短期入所を長期利用する傾向にあります。 
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（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

短期入所 
見込量 158 158 158 

利用実績 143 161  

 

  ＜計画＞ 

  在宅生活の継続や介護負担の軽減を目的としたニーズの高いサービスですが、定員に限

りがあることや定期的な利用を想定し、現状と同程度を見込んでいます。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

短期入所    
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第３節 居住系サービス 

 

  居住系サービスとは、主に夜間において、施設や共同生活を行う住居で、必要な援助を

提供するサービスをいいます。平日の日中は、利用者は日中活動系サービス等を利用しま

す。 

 

（１）自立生活援助 

＜サービス内容＞ 

  障害者支援施設やグループホーム等を利用していた人で一人暮らしを希望する人に、一

定期間、定期的な巡回訪問や随時の対応により、家事や通院等の地域生活における助言や

連絡調整を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

圏域に該当事業所がないため、実績はありませんが、相談支援や居宅介護等で、地域生

活における助言等を行っています。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

自立生活援助 
見込量 0 0 0 

利用実績 0 0  

 

＜計画＞ 

指定基準を満たす事業所が圏域にないため、第７期計画では利用を見込んではいません

が、引き続き、相談支援や居宅介護等で同等の支援を行います。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

自立生活援助    

 

 

（２）共同生活援助（グループホーム） 

  ＜サービス内容＞ 

共同生活援助は、夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う

事業です。 
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＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

ニーズの高いサービスであり、令和４年度に市内に新規事業所が開設されたことや圏域

を越えての利用もあるため実績は増加しています。 

                  （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

共同生活援助 
見込量 22 22 22 

利用実績 24 27  

 

  ＜計画＞ 

  地域移行の受け皿として、また親亡き後の生活の場として、ニーズの高いサービスです。

新たな事業所の開設予定もあることから、増加を見込んでいます。 

  また、日中支援型共同生活援助については、サービスの質の向上を図ることを目的とし

て、地域自立支援協議会において評価、助言を受ける機会を設定します。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

共同生活援助    

 

 

（３）施設入所支援 

  ＜サービス内容＞ 

施設入所者に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

障害のある人の地域移行を進めるという国の方針に基づき、施設から共同生活援助を含

む、地域生活への移行による減少を見込んでいましたが、依然として、在宅生活の継続が

難しい人の利用希望があることから、見込量を上回る実績となっています。 

                                （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

施設入所支援 
見込量 91 91 90 

利用実績 94 91  

 

 ＜計画＞ 

  施設入所者については、地域生活への移行を進めていくことが求められていることから、

関係機関との連携により、障害の特性に応じて移行先を見極め、地域移行の促進に努めま

す。 
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（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

施設入所支援    
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第４節 相談支援 

 

（１）計画相談支援 

＜サービス内容＞ 

障害福祉サービスの利用に係る相談や調整、サービス等利用計画の作成などを行う事業

です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

サービスの利用希望者が増加しており、見込量を上回る実績となっています。 

                            （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

計画相談支援 
見込量 83 84 85 

利用実績 93 98  

 

＜計画＞ 

障害福祉サービスの需要が高まっているため、増加を見込んでいます。障害のある人の

ニーズを把握し、必要な障害福祉サービス等につなぐためには、適切なケアマネジメント

の実践が重要となることから、研修等の周知に努めるとともに、関係機関との連携により

相談支援専門員の確保に向けて広報等に取り組みます。 

                                 （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

計画相談支援    

 

 

（２）地域移行支援 

  ＜サービス内容＞ 

障害者支援施設や矯正施設等に入所している障害者や精神科病院に入院している精神障

害者等を、地域生活に移行するに当たり、住居の確保や地域生活を送る上での相談、関係

機関等への同行支援等を行う事業です。利用期間は６箇月以内で、原則として１回に限り

更新することができます。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

令和３年度、令和４年度は実績がなく、令和５年度も利用見込みはありません。 

 

 

-24-



第３章 障害福祉サービス等の量の見込み 
 

 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

地域移行支援 
見込量 1 1 2 

利用実績 0 0  

  

 ＜計画＞ 

障害者支援施設や精神科病院の長期入院患者が地域生活へ移行していくためには、地域

移行支援による支援が重要であることから、研修等の周知を通じて、相談支援専門員の育

成と確保に努めます。 

                                 （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

地域移行支援    

 

 

（３）地域定着支援 

  ＜サービス内容＞ 

居宅において、単身で生活している障害のある人や、家庭の状況等により同居している

家族からの支援が受けられない障害者に対し、24 時間の相談支援や緊急訪問、緊急対応

等を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

令和３年度に１件の利用がありましたが、令和４年度は実績がなく、令和５年度も利用

見込みはありません。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

地域定着支援 
見込量 1 1 1 

利用実績 1 0  

   

＜計画＞ 

障害者支援施設や精神科病院の長期入院患者が地域生活へ移行した後に安心して生活を

続けられるよう、光市地域自立支援協議会や関係機関との連携により支援体制を強化して

いくとともに、サービスの周知にも努めます。 

                                 （単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

地域定着支援    
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第５節 障害児支援 

 

（１）児童発達支援 

  ＜サービス内容＞ 

就学前の障害のある児童を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活へ

の適応訓練等の支援を行う児童発達支援と、肢体不自由があり、機能訓練や医療的ケア等

の治療を併せて行う医療型児童発達支援があります。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

市内及び近隣市において事業所が新設され、利用実績は増加しています。また、早期か

ら発達障害と診断される児童が増加しており、利用者の低年齢化により利用実績が増えた

ことも考えられます。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

児童発達支援 
見込量 108 108 108 

利用実績 199 197  

 

 

  ＜計画＞ 

  早期に発達障害と診断される児童が増加傾向にあり、ニーズの高いサービスとなってい

ますが、新規事業所の開設予定はなく、大幅な利用増加は困難なことから令和５年度と同

程度の実績を見込んでいます。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

児童発達支援    

 

 

（２）放課後等デイサービス 

  

＜サービス内容＞ 

就学中の障害のある児童を対象に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流

の促進等の支援を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大防止により利用が減少していましたが、令和３年には増

加し、新規利用者も増加したことから見込みを上回る実績となっています。 
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（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

放課後等デイ

サービス 

見込量 710 710 720 

利用実績 789 845  

 

＜計画＞ 

ニーズの高いサービスであるため増加を見込んでいます。高まるニーズに応え、支援が

必要な児童が成長に応じたサポートを受けられるよう、関係機関と連携して、支援体制の

整備に努めます。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

放課後等デイサービス    

 

 

（３）保育所等訪問支援 

＜サービス内容＞ 

保育所等を定期的に訪問し、障害のある児童が集団生活に適応できるよう、障害のある

児童や保育所等の職員に対し、専門的な支援を行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

市内に実施可能な事業所がないため、近隣の３事業所でサービス提供体制を確保してお

り、おおむね見込みどおりの実績となっています。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

保育所等訪問

支援 

見込量 1 1 1 

利用実績 1 2  

 

  ＜計画＞ 

 市内に事業所はなく、近隣の３事業所のみです。制度の周知等を進め利用の促進を図り

ますが、現時点では第６期の実績と同程度と見込んでいます。 

（単位：人日／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

保育所等訪問支援    
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（４）障害児相談支援 

＜サービス内容＞ 

児童発達支援や放課後等デイサービス等の障害児通所支援を利用している児童を対象に、

相談支援専門員が障害児支援利用計画を作成し、サービス調整や生活全般の相談に対応す

る事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

発達障害と診断される児童が増加しており、障害児支援のニーズが高まっています。障

害児通所支援の新規利用・継続利用の実績増加に伴い、障害児相談支援も比例して増加し

ています。また、障害児通所支援の新規利用者等については、モニタリングの頻度を高め、

支援を強化していることも増加要因の一つと考えています。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

障害児相談支援 
見込量 30 30 30 

利用実績 39 40  

 

  ＜計画＞ 

障害児支援の需要が高まっているため、今後も利用実績が増加すると見込んでいます。

引き続き、児童発達支援や放課後等デイサービス等の円滑な利用に向けて、各種研修会や

光市地域自立支援協議会（相談・権利擁護部会）を活用し、相談支援専門員の資質向上に努

めます。 

（単位：人／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

障害児相談支援    
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第６節 地域生活支援事業 

 

地域生活支援事業は、市及び県が主体となって、地域の実情や利用者の状況等に応じて

柔軟に実施する事業です。 

 

（１）コミュニケーション支援事業 

＜サービス内容＞ 

意思疎通を図ることが困難な障害のある人に、手話通訳者等を派遣して、意思疎通の円

滑化を図ることを目的としている事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴うイベント等の中止により、利用実績が減少し

ていましたが、令和４年度からイベントの再開等に伴い、見込みを上回る実績となってい

ます。 

                             （単位：回／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

コミュニケーション

支援事業 

見込量 10 10 10 

利用実績 10 29  

 

  ＜計画＞ 

  コミュニケーションに障害がある人にとって意思疎通を図る上で必要な事業であるため、

事業の周知に努めると共に、派遣要請に対し、適切なコーディネートができるよう、引き

続き派遣体制の充実を図ります。 

（単位：回／年） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

コミュニケーション支援事業    

 

 

（２）日常生活用具給付事業 

＜サービス内容＞ 

重度の障害のある人に対し、排泄管理支援用具等生活の自立を促進するための用具を給

付することで、日常生活の便宜を図ることを目的としている事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

見込量を下回っていますが、膀胱・直腸機能障害のある人が増加傾向にあり、排泄管理

支援用具の給付が増加していることを主な要因として利用実績は伸びています。 
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                             （単位：件／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

日常生活用具給付 

事業 

見込量 747 770 793 

利用実績 753 744  

  

 ＜計画＞ 

今後も引き続き膀胱・直腸機能障害のある人の増加が見込まれることから、主に排泄管

理支援用具の増加を見込んでいます。 

今後も、引き続き事業の周知に努め、障害のある人の円滑な日常生活を支援します。 

（単位：件／年） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

日常生活用具給付事業    

 

 

（３）移動支援事業 

＜サービス内容＞ 

単独で屋外での移動が困難な知的障害者、精神障害者に対し、社会参加や外出支援を

行う事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う外出の自粛が終了となったため、見込みを

上回る利用実績となっています。 

（単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

移動支援事業 
見込量 48 48 48 

利用実績 54 62  

    

＜計画＞ 

   屋外での移動が困難な障害のある人に対し、社会参加や外出支援を行う事業であり、

第６期計画中と同程度の利用を見込んでいます。今後、障害のある人のニーズに応じ、

活動範囲等の拡大を視野に入れ、相談支援事業所と連携を図りながら、事業の周知に努

めます。 

                             （単位：時間／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

移動支援事業    
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（４）地域活動支援センター事業 

  ＜サービス内容＞ 

障害のある人に対して日中活動の場を提供し、創作活動や生産活動の機会や社会との交

流促進を図る事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

周南圏域の相談支援事業所１箇所及び身体障害者デイサービスセンターの事業の一部を

地域活動支援センターとして運営しています。 

（単位：箇所数） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

地域活動支援 

センター 

見込量 2 2 2 

利用実績 2 2  

   

＜計画＞ 

  障害のある人に対して日中活動の場として、引き続き事業を継続します。 

（単位：箇所数） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

地域活動支援センター    

 

 

（５）日中一時支援事業 

  ＜サービス内容＞ 

障害のある人を障害者支援施設等で一時的に預かることで、障害者等に日中活動の場を

提供し、日常的な訓練を行い、また、障害のある人を日常的に介護している家族の負担軽

減を目的とする事業です。 

   

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

年によってばらつきはありますが、見込みを下回る実績となっています。 

（単位：回／月） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

日中一時支援

事業 

見込量 320 320 330 

利用実績 284 246  
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  ＜計画＞ 

  日中一時支援事業は、一定の利用ニーズがあり、現在 12 事業所に委託しています。第６

期計画中の利用傾向を踏まえ、現状と同程度の利用を見込んでいます。 

                                  （単位：回／月） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

日中一時支援事業    

 

 

（６）生活訓練事業 

  ＜サービス内容＞ 

生活訓練事業として、料理教室や裁縫教室といった、障害のある人が日常生活上必要な

訓練や指導を行っています。 

  

 ＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年度の実績はありませんでした。見

込量は下回っていますが、調理や裁縫、整理収納など、生活に身近な訓練を目的として、例

年、一定数の利用があります。 

                             （単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

生活訓練事業 
見込量 27 27 28 

利用実績 0 9  

   

  ＜計画＞ 

  障害がある人にとって生活に必要な訓練を行う事業であり、ニーズは高いと考えられま

す。生活の質の向上を図る事業として、主に料理教室の開催や栄養士等による調理指導、

栄養指導といった生活の質的向上を図る事業として、今後も推進に努めます。 

                                  （単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

生活訓練事業    

 

 

（７）福祉機器リサイクル事業 

  ＜サービス内容＞ 

不要になった福祉機器の修理・洗浄等を行い、これを必要とする人にあっせんする事業

です。資源の有効活用として、事業を展開しています。 
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  ＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

近年利用実績はありませんでしたが、令和４年度には２件の利用がありました。 

                             （単位：件／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

福祉機器リサイクル

事業 

見込量 5 5 5 

利用実績 0 2  

 

  ＜計画＞ 

  資源の有効活用につながる事業として、今後も事業を継続すると共に、リサイクル品の

受入れについて、広報掲載等で周知を図ります。 

                             （単位：件／年） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

福祉機器リサイクル事業    

 

 

（８）スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

＜サービス内容＞ 

スポーツを通じた体と心の健康の維持増強を図るとともに、積極性や協調性を養うこと

で、障害のある人の社会参加の促進等を図るための事業です。 

 

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のために事業を中止しており、令和３年度、令和４

年度の実績はありません。 

（単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

スポーツ・レクリエーシ

ョン教室開催等事業 

見込量 300 300 300 

利用実績 0 0  

 

 ＜計画＞ 

 スポーツを通じ、障害のある人の身体機能の回復に努めると共に、障害のある人と障害

のない人が集い交流することで、障害者理解の推進に努め、共生社会の実現を図っていき

ます。 

（単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

スポーツ・レクリエーション教室開催等事

業 
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（９）点字・声の広報等発行事業 

  ＜サービス内容＞ 

文字による情報入手が困難な障害のある人のために、点訳、音訳等、分かりやすい方法

により、市の広報、生活情報、その他必要度の高い情報などを定期的に提供する事業です。

特に視覚障害者に対する情報支援として重要な事業となっています。 

   

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

定期的な依頼を含め、見込を上回る実績となっています。 

                             （単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

点字・声の広報等発

行事業 

見込量 11 11 11 

利用実績 12 22  

 

 ＜計画＞ 

 特に視覚障害者に対する情報支援として、必要度の高い情報を分かりやすく提供できる

よう、引き続き、事業の継続及び周知を図っていきます。 

（単位：人／年） 

 

 

（10）運転免許取得・改造費助成事業 

  ＜サービス内容＞ 

障害のある人の社会参加の促進を図るための助成事業として、外出の機会を確保するた

めの事業です。 

  

＜第６期見込量に対する実績状況＞ 

年によってばらつきはありますが、一定数の利用者があります。 

                             （単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

自動車運転免許取得

助成 

見込量 3 3 3 

利用実績 0 1  

自動車改造費助成 
見込量 3 3 3 

利用実績 2 0  

   

 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

点字・声の広報等発行事業    
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  ＜計画＞ 

  障害のある人の外出の機会を確保し、自立した社会生活を送ることができるよう、今後

も引き続き事業を継続するとともに、事業の周知に努めます。 

                                  （単位：人／年） 

区分／年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

自動車運転免許取得助成    

自動車改造費助成    
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定

及び目標達成のための方策 

 

第１節 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

第２節 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築 

第３節 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

第４節 福祉施設から一般就労への移行等 

第５節 障害児支援の提供体制の整備等 

第６節 相談支援体制の充実・強化等 

第７節 障害福祉サービス等の質を向上させるための

取組に係る体制の構築
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定及び目標達成のための方策 

 

 

 障害のある人の地域生活を進める上で、施設入所者の地域生活への移行や福祉施設から

一般就労への移行は重点課題です。国の基本指針では、「施設入所者の地域生活への移行」、

「福祉施設から一般就労への移行」等について、成果目標を設定するよう求めています。

本市においても、国の基本指針を踏まえ、現状の動向等を勘案しながら、各項目について

の数値目標を設定します。 

 

第１節 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

ここでは令和４年度末時点の全施設入所者を基準に、令和８年度末までの「地域移行者

数」及び令和８年度末時点の「入所者削減数」の目標値を設定します。 

国の基本指針における目標値は令和４年度末時点の施設入所者から、地域移行者数につ

いては６％以上、入所者削減数については５％以上削減することを基本としていますが、

県内の状況等を勘案し、山口県との連携のもと、数値目標を以下のとおり設定しました。 

目標達成には、グループホームや自立した生活を援助する支援体制の構築が必要であり、

山口県と連携し、社会福祉法人や特定非営利活動法人等と協力しながら体制整備に向けた

検討を進めます。 

項   目 数 値 備      考 

令和４年度末時点の 

施設入所者数（Ａ） 
93 人 令和４年度末全施設入所者数（注） 

目標年度入所者数（Ｂ）  令和８年度末時点の利用人数 

【目標値】 

地域生活移行者数 
 
施設入所からＧＨ等へ移行する者の数 

※国の基本指針における目標値 ６％ 

【目標値】 

入所者削減見込 

（Ａ－Ｂ） 

 

退院可能な精神障害者の施設利用を加味

した令和８年度末までの実質的な施設入

所者の削減数 

※国の基本指針における目標値 ５％ 

（注）令和４年度末が国の基準 
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定及び目標達成のための方策 
 

 

第２節 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

  精神障害者が地域で安心して自分らしい生活を送ることができるよう、保健、医療及び

福祉関係者等による重層的な連携による支援体制（地域包括ケアシステム）の構築が求め

られています。このため、本市では、国の基本指針に基づき、関係者間の顔の見える関係

づくりを構築し、地域の課題を共有化した上で、地域包括ケアシステムの構築に資する取

組を進めます。 

項   目 数 値 備      考 

保健、医療及び福祉関係

者による協議の場の 

開催回数 

 
光市地域自立支援協議会（地域生活部会）

等で実施 

保健、医療及び福祉関係

者による協議の場への

関係者の参加者数 

  

保健、医療及び福祉関係

者による協議の場にお

ける目標設定及び評価

の実施回数 

 
光市地域自立支援協議会（地域生活部会）

等で実施 

 

 

第３節 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

  ここでは、「地域生活支援拠点等の機能の充実」について、目標を設定します。 

本市では、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域で障害者やその家族

が安心して生活するため、相談、緊急時の受入れ、体験の機会・場の提供、専門的人材の

確保・養成、地域の体制づくりの５つの機能を市内事業所で補完しあう体制（面的整備型）

で地域生活支援拠点等の整備を進めています。国の基本指針では、地域生活支援拠点等を

整備するとともに機能充実のためにコーディネーターの配置、機能を担う障害福祉サービ

ス事業所等の担当者の配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制及び緊急時の連

絡体制の構築を進め、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討するこ

とを基本としており、国の基本指針を踏まえた本市の体制整備について検討を進めます。 

また、強度行動障害を有する障害者の支援体制の充実を図るため、その状況や支援ニー

ズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることを基本としており、

本市においても現状把握や課題整理を行い支援体制の整備を進めていきます。 
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定及び目標達成のための方策 

 

 

 

項   目 数 値 備      考 

地域生活支援拠点の 

設置個所数 
 令和２年度に面的整備型で設置 

地域生活支援拠点の 

機能の充実に向けた 

検証及び検討の回数 

 光市地域自立支援協議会等で実施 

強度行動障害について

の情報共有や事例検討

の場の確保 

 
光市自立支援協議会（相談・権利擁護部会）

等で実施 

 

 

 

第４節 福祉施設（注）から一般就労への移行等 

  ここでは、令和４年度実績を基準に、令和８年度における「施設から一般就労への移行

者数」及び「就労定着支援事業の利用者数」について、目標値を設定します。 

  「施設から一般就労への移行者数」について、国の基本指針における目標値は、令和３

年度の一般就労への移行実績の 1.28 倍以上とすることを基本とし、そのうち、就労移行

支援事業を通じた移行者数を 1.31 倍以上、就労継続支援Ａ型については 1.29 倍以上、就

労継続支援Ｂ型については1.28倍以上を基本としていますが、県内の状況等を勘案して、

以下のとおり数値目標を設定します。 

  また、「就労定着支援事業の利用者数」については、令和３年度の実績の 1.41 倍以上、

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支援事業を利

用することが基本とされており、本市では国の基本指針どおり数値目標を設定します。 

  これらの目標を達成するため、障害者雇用の現状やサービス事業所の課題などを把握す

るとともに、障害分野以外の関係機関とも連携することにより障害者就労の促進を図りま

す。 

（注）ここでいう「施設」とは、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行 

う事業所のことをいいます。 
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定及び目標達成のための方策 
 

 

項   目 数 値 備      考 

令和３年度の 

一般就労移行者数 
５人 

令和３年度において施設を退所し、 

一般就労した者の数（注） 

 

うち就労移行支援

事業の利用者数 
２人 

令和３年度において就労移行支援事業

を経て一般就労した者の数 

うち就労継続支援

Ａ型の利用者数 
３人 

令和３年度において就労継続支援Ａ型

事業を経て一般就労した者の数 

うち就労継続支援

Ｂ型の利用者数 
３人 

令和３年度において就労継続支援Ｂ型

事業を経て一般就労した者の数 

【目標値】 

目標年度の一般就労移行

者数 

 

令和８年度中に施設を退所し、一般就労

する者の数 

※国の基本指針における目標値 1.28 倍 

 

うち就労移行支援

事業の利用者数  

令和８年度中に就労移行支援事業を経

て一般就労する者の数 

※国の基本指針における目標値 1.31 倍 

うち就労継続支援

Ａ型の利用者数  

令和８年度中に就労移行支援事業を経

て一般就労する者の数 

※国の基本指針における目標値 1.29 倍 

うち就労継続支援

Ｂ型の利用者数  

令和８年度中に就労移行支援事業を経

て一般就労する者の数 

※国の基本指針における目標値 1.28 倍 

【目標値】 

目標年度の 

就労定着支援利用者数 

 

令和８年度中に施設から一般就労へ移

行し、就労定着支援を利用する者 

※国の基本指針における目標値 ７割 

（注）令和３年度が国の基準 
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定及び目標達成のための方策 

 

 

第５節 障害児支援の提供体制の整備等 

第７期計画中における障害児支援の提供体制の整備については、発達障害や重症心身障

害児等への対応等、保健、医療、障害福祉、保育、教育等との連携による専門的な支援体

制の構築が求められることから、関連施策とも調整を図り、「児童発達支援センター及び

保育所等訪問支援の充実」、「障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）」、

「医療的ケア児支援のための関係機関の場の設置及びコーディネーターの配置」等につい

て、県や周南市、下松市と連携のもと、周南圏域における体制整備に努めます。 

項   目 数 値 備      考 

医療的ケア児等に対す

るコーディネーターの

配置人数 

 令和８年度末の人数 

 

 

 

第６節 相談支援体制の充実・強化等 

   

  国の基本指針では、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連

携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターを設置するとともに、

相談支援体制の強化を図る体制を確保することを基本とされています。基幹相談支援セン

ターの設置を検討するに当たって、同程度の市町の事例を調査し、本市の実情に合った相

談支援体制の充実・強化を図ります。また、多岐にわたるニーズの相談に対応できる人材

を確保、育成できるよう研修会などの情報提供を積極的に行います。 

項   目 数 値 備      考 

相談支援専門員の情報 

共有や事例検討の場の

確保 

 
光市地域自立支援協議会（相談・権利擁護

部会）等で実施 

研修会の開催  
権利擁護講演会や介護支援専門員との合

同研修会等の開催 
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第４章 障害福祉サービス等の目標値の設定及び目標達成のための方策 
 

 

第７節 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の

構築 

  障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業所が参入している中、改めて障

害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、障害者が真に必要とす

る障害福祉サービス等の提供が求められています。このため、本市では、市職員の研修へ

の計画的な参加や関係自治体との情報共有を通じて職員の資質向上に取り組むとともに、

自立支援審査支払等システム等を活用し、利用者が真に必要とする障害福祉サービスが提

供できているか検証を行い、事業所等の資質向上を図ります。 

  また、障害福祉サービス等の提供にあたっては、意思決定支援の適切な実施が重要とさ

れており、ガイドラインの普及啓発や研修の推進を通じて障害福祉サービス等の質向上に

つなげていきます。 

項   目 数 値 備      考 

障害福祉サービス等に

係る研修等への市職員

の参加人数 

  

障害者自立支援審査支

払等システムによる審

査結果を共有する体制

の確保 

 光市地域自立支援協議会等で実施 
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第５章 計画の推進と進行管理 

 

第１節 計画の推進体制 

第２節 広報・啓発活動の推進 

第３節 計画の進行管理 

-45-



第５章 計画の推進と進行管理 

 

 

 共生社会を実現するため、各関係機関と連携を図りながら、総合的かつ計画的に本

計画を推進します。 

 

第１節 計画の推進体制 

 計画の推進に当たっては、以下に掲げる点に配慮して行います。 

 

１ 庁内関係部局との連携 

  庁内関係部署との連携のもと進捗状況等の把握に努め、本計画を推進します。 

 

２ 関係機関との連携と協働 

  計画の推進に当たっては、福祉、医療、教育、雇用等多様な分野との連携が必要と

なります。また、国や県の動向を踏まえながら、社会福祉法人・特定非営利活動法人

等、各種関係機関や団体などと相互の緊密な連携を図りつつ、協働の視点に立って、

総合的に推進します。 

 

３ 地域との連携 

  障害のある人が地域においてその人らしく生活をするためには、地域住民の障害や

障害のある人に対する理解が不可欠です。社会福祉協議会や民生委員児童委員協議会

等と連携・協働を図りながら、障害のある人に対する理解の促進に努めます。 

 

第２節 広報・啓発活動の推進 

さまざまな広報・啓発活動はもとより、交流・ふれあいを通した障害のある人と障害

のない人の相互の理解に向け、また、心のバリアフリーを進めるため、広報・啓発活動

を推進します。 

 

第３節 計画の進行管理 

 サービス見込み量の達成状況や地域生活への移行及び一般就労への移行の状況等の

確認を行うとともに、光市地域自立支援協議会等において意見の聴取を行い、推進に向

けた取組を検討します。 

-46-



 

-47-


